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貸借対照表 

 （2022年3月31日現在） 

  （単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）   

流 動 資 産 

  現 金 及 び 預 金 

  受 取 手 形 

  電 子 記 録 債 権 

  売 掛 金 

   た な 卸 資 産    

  前 払 費 用 

  未 収 入 金 

  そ の 他 の 流 動 資 産 

  短 期 貸 付 金 

  貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産  

 有 形 固 定 資 産 

  建 物 

  構 築 物 

  機 械 装 置 

  車 両 運 搬 具 

  工 具 器 具 及 び 備 品 

  リ ー ス 資 産 

  土 地 

  建 設 仮 勘 定 

 無 形 固 定 資 産 

  ソ フ ト ウ ェ ア 

  ソフトウェア仮勘定 

  電 話 加 入 権 

 投資その他の資産 

  投 資 有 価 証 券 

  関 係 会 社 株 式 

繰 延 税 金 資 産 

  そ の 他 の 投 資 等 

  貸 倒 引 当 金 

10,819,414 

3,645,247 

158,131 

869,522 

2,128,621 

1,745,050 

 21,394 

249,284 

2,662 

2,000,000 

△500 

7,330,039 

5,955,910 

1,966,403 

41,082 

318,316 

803 

323,487 

8,938 

3,229,603 

67,274 

669,093 

650,597 

9,284 

9,212 

705,035 

47,510 

431,271 

70,027 

156,704 

△478 

流 動 負 債  

 買 掛 金 

 未 払 金 

 未 払 端 株 交 付 金 

  未 払 法 人 税 等 

   未 払 費 用 

 預 り 金 

 賞 与 引 当 金 

 そ の 他 の 流 動 負 債 

固 定 負 債 

 退 職 給 付 引 当 金 

 リ ー ス 負 債 

1,648,136 

732,029 

96,226 

35,664 

140,952 

274,006 

48,602 

318,349 

2,305 

375,521 

367,958 

7,563 

負 債 合 計 2,023,658 

（純資産の部） 
 

株 主 資 本  

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

  そ の 他 資 本 準 備 金 

 利 益 剰 余 金 

  利 益 準 備 金 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 

   別 途 積 立 金 

   繰 越 利 益 剰 余 金 

 自 己 株 式  

評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 

16,127,646 

490,000 

6,195,130 

6,195,130 

18,788,357 

692,500 

18,095,857 

4,000,000 

14,095,857 

△9,345,841 

△1,850 

△1,850 

純 資 産 合 計 16,125,795 

資 産 合 計 18,149,454 負債及び純資産合計 18,149,454 
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個別注記表 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕  

１．有価証券の評価基準および評価方法  

① 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

② 子会社株式 移動平均法による原価法 

③ その他有価証券  

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法  

① 商品、製品、原材料、仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

② 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法） 

ただし、サンプル品については総平均法による

原価法 

３．固定資産の減価償却の方法  

①  有形固定資産 定率法 

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得

した附属設備および構築物については定額法 

なお、耐用年数および残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

② 無形固定資産 ソフトウェア(自社利用)については、社内にお

ける利用可能期間(5年)に基づく定額法 

４．引当金の計上基準  

① 貸倒引当金 期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により算定した回収

不能見込額を､また貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては回収可能性に応じた個別必要見積額を

計上しております。 

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額

を計上しております。 

③ 退職給付引当金 従業員の退職金の支給に備えるため、期末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

５．消費税等の処理方法 税抜方式によっております。 

 

［当期純損益金額〕 

当期純利益 3,183,922千円 


